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Passive control design method considering performance 

degradation of stud-type viscoelastic dampers 

NISHIUMI Hayato, SATO Daiki, TOBARI Ryota, 

YASUNAGA Jumpei, UEKI Takuya, MORIOKA Hiromitsu 

 

間柱型粘弾性ダンパーの繰り返し加振による性能低下を考慮した制振構造の設計手法 

正会員 ○西海 隼*1 同 佐藤大樹*2 同 戸張涼太*3 

同   安永隼平*4 同 植木卓也*4 同 森岡宙光*4 

 

間柱型粘弾性ダンパー 性能低下 制振構造 

制振設計 超高層建物 長周期地震動 

 

1. はじめに 

近年，超高層建物では制振構造の採用が一般的となっ

てきている。本報で対象とする間柱型粘弾性ダンパーは，

長時間の繰り返し加振に伴うエネルギー吸収により性能

低下を生じる。そのため，ダンパー量および配置を決定

する際には，超高層建物に長周期・長時間地震動が入力

されることを想定し，ダンパーの性能低下による応答増

大を考慮することが必要となる。 

本報では，性能低下を考慮した間柱型粘弾性ダンパー

を目標層間変形角を満足するように配置する手法（設計

手法）を提案する。 

2. 設計手法の概要 

図 1 に設計手法のフローを示し，以降はフローに沿って

設計手法の概要を示す。なお，間柱型粘弾性ダンパーは

図 2 に示すように振幅依存性を有し，4 要素でモデル化さ

れたものを用いる 1)，2)。 

まず，一質点系での目標変位低減率 Rd を目標層間変形

角 θmax と式(2)，(3)より導出される主架構のみの層間変形

角 θfを用いて算出し，性能曲線 3)を用いて Rdを満たすとき

の塑性率 μ と必要付加系弾性剛性比 Ka/Kf を仮定する

（Step1）。仮定した μ と Ka/Kf を用いて多質点系での必要

付加系弾性剛性（必要 Kai）を算出する（Step2）3)。ここ

で，必要 Kai < 0 のときは必要 Kai = 0 とし，ダンパーは配

置しない。次に，ダンパーの配置を仮定し，状態 N，R 解

析 4)を用いて図 3 のせん断モデルを作成する（Step3）。そ

して，ダンパーの復元力特性をバイリニアモデルへと置

換し 5)（Step4），付加系弾性剛性（保有 Kai）を評価する

（Step5）。必要 Kaiと保有 Kai，仮定した μ と θmax時の μiが

ほぼ等しくなるまでダンパーの配置を変更し Step3 に戻る。

それでも収斂しない場合は，Step1 に戻り μ と Ka/Kfの仮定

を変更する。そして，ダンパーの等価せん断弾性率およ

び等価減衰定数の低下率 GλΩθi，HλΩi
6)を算出し（Step6），性

能低下を考慮した場合の付加系弾性剛性（保有 K’ai）を評

価する（Step7）。必要 Kai と保有 K’ai がほぼ等しくなるま

でダンパーの配置を変更し Step3 に戻る。それでも収斂し

ない場合は，Step1 に戻り μ と Ka/Kfの仮定を変更する。 

3. 設計例題 

3.1 検討対象建物，ダンパーおよび設計用地震動の概要 

検討対象建物は鉄骨造 20 階建て 7)の事務所ビルとする

（図 4）。X 方向の地震入力を設計対象とし，主架構は弾

性とする。主架構の 1 次固有周期 1Tfは 2.46 秒であり，構

造減衰は 1Tfに対して 1ξf = 2%となる剛性比例型とする。間
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図 1 間柱型粘弾性ダンパーの性能低下を考慮した設計手法のフロー 

Rd：目標応答低減率 θmax：目標層間変形角 θf：主架構のみの層間変形角 Sd：変位応答スペクトル 1Tf：主架構のみの 1 次固有周期 1ξf：構造減衰の 1 次減衰定数 Heff：有効高さ 
mi：各層の質量 Hi：各層の地面からの高さ 必要 Kai：目標層間変形角を満足する付加系弾性剛性  Qsi：層せん断力 hi：各層の高さ Kfsi：擬似フレームの剛性 μ：仮定した塑性率 
Ka/Kf：仮定した必要付加系弾性剛性比 αNik，KdRik：骨組み特性値   
Kbsi：擬似ブレースの剛性 Adsi，ddsi：擬似ダンパーのせん断面積，厚さ Ndi：各層のダンパー設置数 Adik，ddik：間柱型粘弾性ダンパー1 基あたりのせん断面積，厚さ 
Geqi，Heqi：ダンパーの等価せん断弾性率，等価減衰定数 

 Gd1bi，Gd2bi：バイリニアモデルの第一，第二せん断弾性率  ：置換時に想定するせん断ひずみ  
：バイリニアモデルの折れ点せん断ひずみ  Kd1bsi，Kd2bsi：バイリニアモデルの第一，第二剛性  保有 Kai：付加系の第一剛性 

μi：目標層間変形角時の塑性率 ： M：総質量 VE：エネルギースペクトル 
1ξeq：建物の 1次等価減衰定数 p：二次剛性比  ：ダンパーの等価せん断弾性率，等価減衰定数の低下率  ：エネルギー密度 ：温度基準化エネルギー密度 θ：初期温度 
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図 2 間柱型粘弾性ダンパーの概要 
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図 3 せん断モデルの概要 
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柱型粘弾性ダンパーは図 5 に示す寸法とし，初期温度は

20℃とする。設計用地震動は基整促波 8)である SZ2 とし，

図 6 に擬似速度応答スペクトル pSv およびエネルギースペ

クトル（入力エネルギーの速度換算値）VEを示す。 

3.2 ダンパー配置の設計例 

図 7(a)，(b)に θmax = 1/100 rad.とした場合の設計例を示す。

図 7(a)より，μ = 4 と仮定し，ダンパーを Y2，Y3 構面の中

央 2 スパンにのみ配置したモデル D-1 の場合，必要 Kaiと

保有 Kaiおよび仮定した μ と μiが乖離することがわかる。

モデル D-1 の判定を踏まえ，μ の仮定およびダンパー配置

を変更し，設計したモデル D-2（図 7(b)）は，必要 Kai と

保有 Kaiおよび仮定した μと μiが概ね一致し，必要 Kaiと性

能低下を考慮した保有 K’aiも概ね同程度であることから，

目標層間変形角を満足すると判定される。 

設計手法の妥当性を確認するため，図 8 に目標層間変形

角とモデルD-2を用いた時刻歴解析における最大層間変形

角の比較を示す。図 8 より，モデル D-2 の精算手法（解析

ステップごとにダンパーの性能を低下させる解析手法）

の応答は目標層間変形角を満足することが確認できる。 

4. まとめ 

本報では，性能低下を考慮した間柱型粘弾性ダンパー

を目標層間変形角を満足するように配置する手法を提案

し，設計例題を用いて設計手法の妥当性を確認した。 
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図 6 応答スペクトル 

図 4 検討対象建物 
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図 5 間柱型粘弾性ダンパーの寸法 
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(b) モデル D-2 

図 7 検討対象建物を用いた設計例（θmax = 1/100 rad.） 
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図 8 設計手法の妥当性の確認（モデル D-2） 
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